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①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

計画どおり、事業は適切に
実施された。

④事業実施の適切性

Ａ

⑤目標・効果達成状況

　当地区での生活交通の確保や
地域の活性化という目的を達成
するためにも、コミュニティバスの
永続的な運行が求められるとこ
ろであり、その実現のため、以下
のような対策を継続し、交通不便
地域での利用促進につなげる。
また、系統全体での利用率にも
着目し 、交通不便地域以外の地
域での利用の促進も図っていく。
 ・沿線自治会における利用の
   呼びかけ
 ・沿線自治会における回数券
   の購入・配付
 ・市ホームページや広報紙を
   活用したコミュニティバスの
   周知
 ・利便性向上のための運行ダ
   イヤの修正等。（地元要望を
   踏まえ、沿線鉄道駅との接
   続 に支障がないよう随時対
   応を検討する）

生駒交通株式会社

■R3.10.1～R4.9.30
コミュニティバス西畑線の
暗峠(1)

■R3.10.1～R4.9.30
近畿日本鉄道㈱生駒線　南生
駒駅を経由する、南コミュニティ
センターせせらぎ～暗峠間の1
系統の運行

Ａ

　公共交通サービスの提供が
無かった地域に、コミュニティ
バスを運行し、地域住民の利
便性や生活交通の確保を図る
という目標については、補助事
業年度における交通不便地域
での利用が１日あたり6.5人（前
年度から0.8人増）、系統全体
の利用は１日あたり19.9人（前
年度から0.7人増）の実績となっ
た。
　また定量的な目標として、①
交通不便地である5つの町で
乗降する1日あたりの利用者数
が、補助事業年度内4月1日時
点での当該5つの町の住民基
本台帳人口の合計に占める割
合、②補助対象沿線での1日
あたりの利用者数が、当該補
助対象系統を利用する沿線町
区の補助事業年度内4月1日
時点での住民基本台帳人口の
合計に占める割合、の２つを設
定した。①は1.93%(目標
1.70%）、②は2.14%(目標2.04%）
という結果となった。補助対象
沿線において人口減少や高齢
化が進んでいる中、新型コロナ
ウイルス感染拡大による外出
自粛等の影響から、回復傾向
が見られ、①②とも数値目標を
上回る結果となった。今後もコ
ミュニティバスの運行が地域住
民の生活を支える重要な手段
として役割を果たすことが期待
できる。

　コミュニティバスの永続的な
運行実現のため、以下の対策
を実施し、交通不便地域での
利用促進につなげた。
 ・引き続き沿線自治会におけ
   る利用の呼びかけを行っ
   た。
 ・市ホームページや広報紙を
   活用したコミュニティバスの
   周知 については、交通マッ
   プを公共施設等で配布し
   た。



地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　当路線の沿線地区のうち西側部分は、当市の南西部の生駒山麓に位置する５つの町から構成されている。当該地
区については、最寄りの鉄道駅からも１km以上の距離がありながら、人口が少ないことや道路が狭隘で勾配も急であ
ることなどの地理的条件も相まって、当路線の運行を開始するまでは定期運行による公共交通サービスの提供がなさ
れず、地域住民の自助努力により生活が送られてきた。しかし、昨今の人口高齢化の進展という社会情勢の変化に伴
い、住民の自助努力のみでは、これまでどおりの生活を送ることが困難になると予測され、当該地域においては、居住
人口、高齢化の進展度合い、地形的条件などから、他の地域よりその傾向がより顕著になると想定されていた。
　こういった状況を踏まえ運行を開始した本件補助対象路線は、当該地域と鉄道駅、医療機関、商業施設を結ぶ路線
であり、地域の生活交通の確保を第一の目的とするものの、暗峠等へのハイキングコースや特徴的な飲食店などが立
地する当該地域への市内外他地域からの来訪により、地域の活性化がもたらされるという副次的な効果も期待してい
る。
　本件補助対象路線の利用者数は、乗車定員の制約もあり、比較的少ない状況で推移しているが、当該地区における
日常の生活交通の確保は重要な課題であり、その役割を果たすコミュニティバスの継続的な運行は必要不可欠と考え
ている。
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